
全35会場で受付。
本庁舎に戻ってからの作業が大きな課題に

毎年、2月の初旬から3月15日頃にかけて
の確定申告期、鹿児島県日置市の税務課市
民税係は大いに多忙を極める。市内各地区
35か所の公民館に受付会場を順次設置。本
庁と3つの支所の担当職員が出向き、地域の
納税者の確定申告を受付し、1,300件にも上る
書類作成を行っている。一つの会場での作
業が完了すれば、翌日はまた別の地区での
受付が待っている。設備の撤収、新たな会場
の設営をこなし、市役所に戻ると、税務署へ
提出するための各書類の精査と整理が待っ
ている。すべてを紙で運用していた以前、書
類受付と作成実務にとどまらない確定申告業
務の忙しさは、市民税係の課題だった。

日置市役所総務企画部 税務課 市民税係 
主査の久木野政和氏は、繁忙期の多忙な状
況について次のように語る。「日曜日、月曜日を
除き連日8時間の受付・作成業務と会場設
営・撤収を、緊張感の中、行っています。担
当者ごとに本庁及び支所に戻り、確定申告書
や領収書などの書類一式を1件ずつ確認し、
源泉徴収票や領収書を貼り付けて、表紙を
用意して税務署に届ける。こうした業務に毎
日遅くまで追われていました」

税務署の説明を足がかりに、
「電子申告の達人（地方公共団体用）」を導入。
業務効率化へと動く

　紙による申告業務の効率化を課題としてい
た日置市だが、効果的な打開策は見いだせ
ずにいた。しかし、平成28年、業務効率化の
きっかけとなった働きかけを受けることとなる。
税務署から電子申告導入メリット等の説明を
受けた。「それまで電子申告に関心はあったも
のの、利便性に対するイメージが正直湧いてい
ませんでした。また、目に見えないデータを使っ
たやりとりにも不安があり、具体的な検討は遅
れていました。しかし、税務署からの説明の中、
メリットに納得し、平成29年の確定申告に間に
合わせる形で導入を決定したのです」（久木
野氏）
　そこで日置市では、既に導入していた富士
通Japan株式会社の住民税申告支援システ
ムF@INTAX/Webに、新たにNTTデータの「電
子申告の達人（地方公共団体用）」を連携さ
せることで、確定申告のトータルな電子化を図
ることにした。平成28年11月より構築に着手し、
翌年１月には試験データによる送信試験を実

電子申告システムで、確定申告書の受付作成にとどまらない
トータルな業務効率化を実現。

鹿児島県 日置市様

市町村における確定申告業務は、単に確定申告書の受付と作成にとどまらない。一枚一枚の確定申告書の精査、
書類の添付、税務署への受け渡しなど、さまざまな関連業務がそこには存在する。例年35か所以上の公民館等
に申告受付会場を設営して申告業務を行う鹿児島県日置市も、申告受付、作成、課税の一連の業務負荷軽減を
長年の課題としていた。同市は税務署の要請をきっかけに確定申告の電子化を開始し、NTT データ「電子申告
の達人（地方公共団体用）」を導入した。一連の業務にかかる時間を大きく削減、ぺーパーレス化も実現し、業
務効率向上を図るなど、さまざまな効果を手にした。
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日置市役所総務企画部 税務課 市民税係 主査
久木野 政和 氏

導入による効果

ペーパーレスによる業務効率化
確定申告書作成後の手続きに必要な関連
業務を、電子化により大幅に改善。確定
申告支援システムで作成される申告デー
タとデータ連携し、書類作成から税務署
への送信まで一連の業務を電子化。一連
の業務がペーパーレスでほぼ完結する効
率的な申告環境を整備。

マイナンバー対応
確定申告のマイナンバー対応により業務
負荷や安全面の課題を電子化により解
決。新たな税制にもスムーズかつ安心し
て対応できる業務基盤を実現。

住民サービス向上
電子申告により還付金の振り込みが、約
１週間短縮。業務の効率化だけではな
く、住民へのサービス向上にもつながった。
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ることにした。平成28年11月より構築に着手し、
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施。速やかに各種業務を進められるスムーズ
な使い勝手は、日置市の想像を超えていた。
「ペーパーレスで添付書類なく、申告関連の
やりとりができる。その利便性にようやく実感が
湧いてきました。書面時代の課題であった業
務効率化が図れるのではないか、強い手応え
を感じました」（久木野氏）

ペーパーレス化で申告業務を効率化。
今後のマイナンバー対応、
住民サービスにも成果が

　平成29年2月7日、電子申告による確定申
告が始まった。例年通り１日１会場のペース
で、地区公民館等に受付会場を設営。農業、
畜産、漁業、不動産など申告対象の住民の
多い地区では、受付前に多くの納税者が列を
なした。今年も、１人の職員が１日で行う手続きは
最大で４０件以上を数えた。しかし、電子申告に
よる業務改善効果は期待以上のものだった。
  「電子申告件数は、全申告件数のほとんど
を占める１,１50件でした。つまり、紙の書面が
ほぼ電子化されたことで、一連の作業の多く
がほぼその場で完結できるようになったので
す。仮に確定申告支援システムからのデータ
連携時にエラーがあっても申告書を直接修正
できる上、処理状況もわかるので、作業はもち
ろん、進捗管理も楽になりました。確定申告書
と突き合わせしながらの各種書類の添付作業
など、市役所に戻ってからの作業がほぼなく
なりました。１週間で約8時間の時間削減につ
ながり、職員は他の業務に時間を使うことが
できるようになりました」（久木野氏）
　従来に比べ、１件につき2～3枚の添付が
減ったと仮定すると、ペーパーレスによりおよ
そ2,000枚から3,000枚分の紙の作業がなく
なった計算となる。膨大な書類を速やかに整
理し、安全を徹底させながら離れた税務署に
持ち運ぶ一連の作業もなくなり、職員にかかっ
ていた紛失等のリスクは遥かに軽減された。
実際の運用は行っていないが平成29年は確

定申告のマイナンバー対応も開始されており、
もし書面申告のままだったら、業務効率面、
安全面のリスクは例年より重いものになってい
たことは想像に難くない。
  「利用者識別番号は各会場に税務署の職
員の協力のもと、申告会場にて取得し、「電子
申告の達人（地方公共団体用）」に連携させ
る方式をとりました。これは一度取得すれば
次年度以降の取得にかかる作業は必要ない
ので、作成作業は今後ますますスピードアップ
していくはずです」（久木野氏）
　また電子申告導入は、住民サービスの向
上にも大いに役立った。申告後の還付の早期
化だ。「書面時代に比べ、還付金の振り込み
が１週間短縮されました。これは住民の皆様
にとっても非常に嬉しいことですよね。業務効
率化と同時に、こちらも期待以上の成果だっ
たと言えます」（久木野氏）
　「電子申告の達人（地方公共団体用）」を
活用した電子申告システムで、長年の課題を
解消し、職員にとっても住民にとっても、快適
で安心な確定申告環境を整備した日置市。
想像以上の効果を実感した市民税係だが、2
年目以降はさらに「電子申告の達人（地方公
共団体用）」の機能を活用し、利便性を高め
ていきたいと、さらなる住民サービス向上に向
けて意欲を高めている。
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鹿児島県 日置市
所 在 地
市政施行
人　　口
市の概要

鹿児島県日置市伊集院町郡一丁目100番地
2005（平成17）年
49,531人（平成29年7月現在）
平成17年、鹿児島県日置郡の伊集院町、
東市来町、日吉町、吹上町が新設合併し発
足した日置市。美しい緑と海に恵まれた鹿
児島市のベッドタウンとして、自然と調和
したこれからの都市づくりを進めていま
す。「住んでよし、訪ねてよし、ふれあいあ
ふれるまち　ひおき」のスローガンに相応
しく、活発な農業と漁業による豊かな食と
歴史ある2つの温泉郷があり、毎年多く
の観光客が訪れます。毎年、鹿児島県の
三大行事でもある「妙円寺詣り」が行わ
れ、また薩摩焼の歴史とも深く関わり、現
在でも旧東市来町美山地区などに窯元が
開かれるなど焼物の街としても知られて
います。
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